
家畜伝染病予防法施行規則を一部改正

平成２９年１１月１日から、以下を動物検疫の対象に追加 ※携帯品を除く

乳、脱脂乳、クリーム、バター、チーズ、
れん乳、粉乳、乳を主要原料とする物

【対象範囲のHSコード】

 ０４０１（ミルク、クリーム等）

 ０４０２（ミルク、クリーム等）

 ０４０３（バターミルク等）

 ０４０４（ホエイ等）

 ０４０５（バター等）

 ０４０６（チーズ等）

 ３５０２．２０、３５０２．９０（ミルクアルブミン、濃縮ホエイ等）

 ２３０９．１０、２３０９．９０（対象の乳・乳製品を原料に含む飼料・ペットフード等）

具体的品目をHSコードで分類

ただし、以下のものは対象外

 ０４０１～０４０６のうち、

発酵乳、無糖れん乳、無糖脱脂れん乳、
バターオイル、プロセスチーズ

 ３５０２．２０のうち、
分画精製されたα‐ラクトアルブミン

 従来から対象外としている以下のもの
缶詰、瓶詰、レトルト、ドライペットフード

平成２９年１１月１日以降に
・輸入：本邦に陸揚げした貨物
・輸出：通関する貨物 が対象

乳製品の指定検疫物への追加
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輸出国

⑥輸入検査

農林水産省

⑤ 輸 入 検 査 申 請
（NACCS利用）

不合格

③乳製品の指定港

輸入者

②輸出検査 動物検疫所

違反・異常あり

⑦モニタリング検査

書類検査

精密検査
（必要に応じて）

現物検査
（抜き打ち検査）

輸入検疫証明書の交付
（ N A C C S で 通 知 ）

①家畜衛生条件
（偶蹄類動物の乳製品）

④指定検査場所
（or 動物検疫所）

検査証明書の取得

乳製品の輸入検査の概要
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平成28 平成29 平成30

8,951 
14,712 

3,257 
1,040 1,270 86

4,016 3,546
1,319

牛 豚 馬
（頭数）

平成28 平成29 平成30

566,957
410,076 

232,071 

初生ひな（⽻数）

769
252

202

47

カナダ

フランス

米
国

デンマーク

カナダ
2,765

その他
781

肥育用
12,187

乳用繁殖
用

2,522

その他
3

初生ひな（国別内訳）馬（国別内訳）豚（国別内訳）
全て繁殖用

牛（用途別内
訳）
全て豪州産

平成29年国別・用途別内訳

英国

米国

ニュー

ジーランド
64,986

127,398

121,527

カナダ
59,295

その他
36,870

主な家畜の輸入実績（平成29年、30年は速報値）

（1～4月）
（1～4月）
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動物衛生に関する国際連携

○ FMD・HPAIに関する東アジア地域シンポジウム
- 2011年から毎年、東アジア地域におけるTADsの拡大防止に向けた情報交換

を実施（2018年（第8回）は6月に韓国で開催）

○ 越境性動物疾病への対応に関する協力
- ３か国大臣級で署名された「越境性動物疾病への対応に関する協力覚書」

（2015年９月）に基づき、情報共有等の協力を推進

○ 出入国旅客の携帯品検査等の協力強化
- 日中当局間の副局長級で「出入国旅客の携帯品及び郵便物検疫協力強化

に関する覚書」に仮署名（2017年11月）

○ 農研機構 動物衛生研究部門（日本）
（2016年３月以前は、動物衛生研究所）

⇔2012年10月 農林畜産検疫本部（韓国）
⇔2016年 3月 蘭州獣医研究所（中国）
⇔2016年 3月 哈爾浜獣医研究所（中国）
⇔2016年12月 ロシア連邦動物衛生センター（ロシア）

日中韓の協力

○ デンマーク（2014年３月３日）

- 動物衛生等の分野で当局間、民間企業、研究機関間の協
力の拡大の重要性を強調

○ ポーランド（2015年２月27日）

- 獣医当局及び国立獣医研究機関の協力の進展を支持

○ 中国、韓国（2015年11月１日）

- TADsに対処していくため協力が不可欠

○ ウルグアイ（2015年11月６日）

- TADsに対する獣医当局及び国立獣医研究機関の協力の進
展を支持

○ アルゼンチン（2017年5月19日）

- 口蹄疫等の越境性動物疾病に関する獣医当局及び国立獣
医研究機関間の協力の進展を支持

首脳間の共同声明

○ アジアの人獣共通感染症対策、獣医組織能力の強化
- ＨＰＡＩ、ＡＭＲ等の対策のワークショップ開催、獣医組織能力の評

価、技術者の研修 等

○ アジアのTADsの清浄化に向けた取組支援
- 防疫ロードマップの策定、重要疾病の監視、情報共有の推進 等

・高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）、口蹄疫(FMD)等の越境性動物疾病（TADs）や薬剤耐性（ＡＭＲ）対策は、国際的な協力関
係が不可欠であるという共通認識のもと、首脳間の共同声明やＧ７の枠組みで獣医当局間や研究所間の協力の重要性を指摘。
・また、HPAIやFMD等が継続的に発生している近隣諸国との協力関係を強化し、疾病情報の共有、防疫対策等の向上を強力に
推進することにより、東アジア地域の疾病の発生拡大を防止し、我が国への侵入リスクを低減。

○ Ｇ７首席獣医官フォーラム
- 2016年4月のG7新潟農業大臣会合宣言に基づき、

第1回フォーラムを東京で開催（2016年11月）
- 第2回フォーラムはローマで開催（2017年10月）

- 抗菌剤の治療目的での使用や責任ある慎重な使用に関する
定義について合意

- 鳥インフルエンザの防疫及びサーベイランスの強化に関する
Ｇ７首席獣医官取りまとめ文書に合意

- サイドイベント「高病原性鳥インフルエンザ世界会議」を開催

Ｇ７の協力枠組み

獣医研究所間のMOU締結

ＯＩＥ（国際獣疫事務局）を通じた協力
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口蹄疫等防疫に関する日中韓等東アジア地域シンポジウム

○ 東アジア地域における口蹄疫等の越境性動物疾病の発生拡大の防止に向けて、

関係国が情報交換を行うことを目的に開催。

○ 2011年から毎年、日中韓の持ち回りで実施し、 2015年より、鳥インフルエンザにつ

いてもテーマとして追加。

○ 今年度（8回目）は2018年６月21日に韓国（ソウル）で開催。

（農水省、都道府県、農研機構動物衛生研究部門から出席。）

2017年 東京 2018年 ソウル
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１． 一般原則
 平等、相互関係、相互利益
 ＷＴＯ／ＳＰＳ協定並びにそれぞれの国内法令及び規則を遵守
 OIE等国際機関の目標及び活動に協調又は支持
 共同活動の促進のため、実務者レベルの協議を定期的に実施

２． 協力分野
動物衛生情報の共有、サーベイランス・通報・疫学調査、ウイルス等の交換、診断技術・ワクチンの
研究、渡り鳥の鳥インフルエンザ、人材育成、防疫対応、リスクコミュニケーション等

３． 協力体制
フォーカルポイントを介した情報共有、共同ワーキンググループやプログラムの設立、専門家・職員
の交流、学術会議・ワークショップ、共同演習

○2015年9月13日に「第2回日中韓農業大臣会合」（東京）において、「越境性動物疾

病への対応に関する協力覚書」に署名。

越境性動物疾病への対応に関する日中韓の協力覚書
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日中の研究所間における覚書の締結

○これを踏まえ、

①口蹄疫の共同研究等に関する覚書を、

農研機構 動物衛生研究所と中国蘭州

（らんしゅう）獣医研究所との間で締結。

②鳥インフルエンザの共同研究等に関する

覚書を、農研機構 動物衛生研究所と

中国哈爾浜（はるびん）獣医研究所との

間で覚書を締結。

中国蘭州獣医研究所
（甘粛省蘭州市）

農研機構動物衛生研究所
（茨城県つくば市）

中国哈爾浜獣医研究所
（黒龍江省哈爾浜市）

主な活動内容：共同研究、技術協力、研究者の交流 等

○なお、韓国については、 2012年10月に口蹄疫、鳥インフルエンザの共同研究等を含

む上記と同様の包括的な覚書を、農研機構 動物衛生研究所と韓国農林畜産検疫本

部（QIA）との間で締結。

○2016年3月の「日中農業担当省 事務次官級定期対話」において、越境性動物疾病へ

の対応について、日中の農業協力関係を深めることで一致。
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Ｇ７新潟農業大臣会合宣言（2016年４月）
→越境性動物疾病、薬剤耐性対策等、公衆衛生・動物衛生分野における世界共通の
課題に対処するため、Ｇ７各国の獣医当局間での協力枠組みを構築することを合意

○ 2016年11月、農林水産省は、Ｇ７獣医当局間の協力枠組み活動の一環として、
「第１回 Ｇ７首席獣医官フォーラム」を開催。

（１）首席獣医官ワンヘルス・ワーキンググループの設置について合意
（２）薬剤耐性及び越境性動物感染症に関する日本の取組の紹介及び意見交換の実施
（３）サイドイベントとして「動物分野における薬剤耐性対策シンポジウム」を開催。
○ 第２回Ｇ７首席獣医官フォーラムは、2017年のＧ７議長国であるイタリアで合意。
（１）抗菌剤の治療目的での使用や責任ある慎重な使用の定義について議論。
（２）鳥インフルエンザの防疫及びサーベイランスの強化に関するＧ７首席獣医官取りまとめ文

書に合意
（３）サイドイベントとして「高病原性鳥インフルエンザ世界会議」を開催。

フォーラムの様子 各国代表

Ｇ７獣医当局間の協力枠組み活動
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OIEを通じた国際貢献
ＯＩＥ本部及び地域事務所の活動をサポート

• プロジェクトB ： ワンヘルス、獣医組織
例） - 動物インフルエンザ、狂犬病、人獣共通感染症に関する専門家会合、

ワークショップ、フィールドワーク
- リファレンスセンターによる研修・ワークショップ

プロジェクトC ： 越境性動物疾病の対策、動物衛生の向上
例） - 地域での研修、情報共有、GF-TADs事務局の活動支援

• 日本人専門家の人的支援（1997年から）
• 動物の疾病にかかる発生情報の収集及び分析・活用を強化するための取組

（WAHIS+プロジェクト）を支援

○ アジア・太平洋地域における動物衛生の向上

○ OIE本部の活動への支援

• 熊谷動物衛生課長がアジア・太平洋地域の事務局長、沖田国際衛生対策室長が
コード委副議長としてOIEの活動に積極的に貢献。
• 2019年９月、第31回アジア・太平洋・極東地域総会を仙台市で開催し、地域の動
物衛生対策を積極的に主導。

○ その他
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：レファレンスラボラトリー

：コラボレーティングセンター
：リファレンスラボラトリー及びコラボレーティングセンター

* 東京大学、酪農学園大学 及びVeterinary Public 
Health Center (シンガポール)は食品安全に関する
コラボレーティングセンターとして指定されている。

日本におけるOIE レファレンスラボラトリー

農研機構動物衛生研究部門
･BSE ・豚コレラ
・豚インフルエンザ ・牛疫

北海道大学
・サケ科魚ヘルペスウイルス病
・鳥インフルエンザ

帯広畜産大学 原虫病研究センター
・スーラ（Trypanosoma evansi)
・牛バベシア
・馬ピロプラズマ
・原虫病のサーベイランス及び制圧

酪農学園大学獣医学群獣医学類衛生･環境学分野
・食の安全 * 

農林水産消費安全技術センター
・飼料の安全と分析

東京大学食の安全研究センター
・食品安全 * 

水産研究･教育機構 増養殖研究所
・コイヘルペスウイルス病
・マダイのイリドウイルス病 農研機構動物衛生研究部門

農林水産省動物医薬品検査所
･アジアにおける家畜疾病の診断及び防疫と動物

医薬品評価
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